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地方自治体との連携強化

（実践事例の横展開に向けた環境づくり）

資料３



地方自治体等との情報共有・連携を取り巻く課題

1

○ホームページやメール等での情報周知はあ
るが、対話やサポートの仕組みに課題

○特に、新たに中心市街地活性化の取組に関
心や意欲のある自治体を巻き込んで、取組
を促すことが重要

○関連する様々な国の施策が所管省庁毎に
跨り、そのすそ野は広がってきている。
現状は各々が情報提供しており、自治体
の担当者は関連情報を複数のチャンネル
から個々に取得する必要

○特に関心が高い国の支援措置や採択要件
がわかる情報が集約・一元化されていな
い

○他の地域で実践されている事例が、わか
りやすいかたちで自治体間で共有されて
いない

○意欲・関心のある自治体から、「他自治
体の事例、担当者や連絡先などを教えて
ほしい」といった声が寄せられている

○国（内閣府）からの一方通行で、地方自治
体等から事例や生の声を吸い上げ・発掘す
る機能が不十分

○実践事例があっても地方自治体から発信す
る機会が乏しく、１自治体の「点」にとど
まり、他地域に広がりにくい

③ 地方自治体への周知やサポート

① 国と自治体の双方向の情報共有

④ 関連所管省庁の情報一元化

② 地方自治体間の相互の横の連携
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地方自治体間の連携の強化の必要性

×
自治体間の横の交流・連携の環境
が整備されていない

現状

今後

内閣府地方創生推進事務局と各地方自治体の１対１の関係が主体

内閣府地方創生推進事務局のみならず、地方自治体間の連携を強化

各地方自治体の担当者が情報共有
と交流・連携できるよう、自治体間の
横の連携を強化
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自治体間の連携強化 ２



情報共有の一元化・集約化の必要性

３

・内閣府において、先行する実践事例をＨＰで紹介
・より分かりやすく、他の自治体も参照しやすい形での情報共有を意識する必要

・中心市街地活性化に関連する施策は、都市・商業以外にも、制度を所管する
関係省庁のさまざまな部局で多岐にわたって実施

・関係する制度所管省庁の関連情報（プレス等）や支援措置の概要について、
内閣府ＨＰをポータルサイトとして一元化し、集約的に発信する必要

実践事例の紹介

中活情報（プレス）等や支援措置の一元化

【国土交通省】 【総務省】 【経済産業省】

情報一元化

【中心市街地活性化実践事例紹介】【中心市街地活性化促進プログラム（事例集）】



４

地方自治体等への情報共有・連携の方向性

①地方自治体との双方向の情報共有 ②各地方自治体間の横の連携

内閣府・関係自治体相互のネットワークを構築

「中心市街地活性化プラットフォーム」を新設。
事例の見える化・データベース化などを効果的に組み合わせ、

事例の横展開等が促進される環境を整備

④関係府省庁の関連情報の一元化

集約化・一元化

（ポータルサイト）

③自治体への丁寧なサポートや周知

担当者相互の連携体制

（自治体担当者の横のつながり）

（国と関係自治体間の連携強化を通じ、相互の情報共有や対話等を促す）



中心市街地活性化プラットフォーム（仮称）の創設

基本計画に取り組む自治体のほか、
基本計画の認定に意欲・関心をもつ
自治体を巻き込む（毎年定期に全
自治体に意向聴取し参加を呼びかけ）

５

中心市街地活性化プラットフォーム
（内閣府と関係自治体の連絡会議。定期に開催（年１～２回））

≪事務局≫内閣府地方創生推進事務局。関係省庁も適宜連携

有
識
者

基本計画
認定自治体

基本計画の認定に関心のある自治体

連携

事例の見える化・
データベース化

伴走型のサポート

ワンストップ
相談窓口

モデルとなる
地域を選定し、

重点支援

関連する
各種施策を

集約化・一元化
（ポータルサイト）

中心市街地活性化基本計画の認定に意欲・関心をもつ自治体も巻き込みながら、
機運醸成と実践事例の横展開を強力に推進する新たな推進体制を創設する

連携 連携 連携 連携

自治体間の
連携体系の構築
（名簿共有等）

連携
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